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The purpose of this問searchpaper is to 'report about analysis results of infonnation disclosure system of the care 
service， which is based on the questionnaire 5U刊eyto血eprefecture 
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配布数 | 回収数 | 回収率
47 37 78.7% 
平成23年度の運用は、「従来どおり(平成23年度の制度運用では従来どおり調査を実施)Jしたのは12団体

































1運営に係る予算が確保できないため 4 16.0% 
2目指定情報公表センターの運営体制が整わないため 6 24目。%
3指定調査機関の運営体制が整わないため 3 12.0% 
4平成24年度以降の制度の方向性が見えないため 9 36.0% 
5.介護サーピス事業所の事務負担の軽減のため 11 44.0% 
ふ介護サービス事業所の反対意見が多いため 5 20.0% 
7.調査の有効性に疑義があるため l 4.0% 
8.本制度自体の有効性に疑義があるため 。 0.0% 
9.東日本大震災の影響のため 。 0.0% 
10その他 9 36.0% 
無回答 。 0.0% 













1.十分達成できた 。 0.0% 
2ある程度達成できた 11 29.7% 
A.利用者による介護 3.あまり達成できていない 22 59.5% 
サービス事業所の選択 4.ほとんど達成できていない 3 8.1% 
無回答 1 2.7% 
計 37 100.0% 
l十分達成できた 。 0.0% 
2.ある程度達成できた 22 59.5% 
B.介護サービス事業所の 3.あまり達成できていない 14 37.8% 
サービスの質の向上 4ほとんど達成できていない 。 0.0% 
無回答 1 2.7% 

















21 58.3% I 
いない




6.その他 5 13.9% 
無回答 1 2.8% 





























6.その他 5 13.9% 
無回答 1 2.8% 











1基本的に従来どおり実施(年に 1度、対象となるすべての介護サービス 。 0.0% 
事業所に実施)
2新規申誇時または新規指定時に実施 5 13.5% 
3.新規申請または新規指定から一定期間毎年実施 4 10.8% 
4.事業所自ら調査を希望する場合に実施 16 43.2% 
5.更新指定時に実施 6 16.2% 
6.一定年数ごとに実施 6 16目2%




9調査は実施しない 。 0.0% 
10.未定 5 13.5% 
11.その他 8 21.6% 
無回答 。 0.0% 








l国の補助金を活用する 1 34.4% 
2都道府県単独で予算措置する 2 6.3% 
3.介護サービス事業所より調査手数料を徴収する 12 37.5% 
4目指導監査等既存業務の一環として実施する 14 43.8% 
5その他 。 0.0% 
無回答 。 0.0% 







1.法改正により調査の義務が廃止されたため 21 65.6% 
2.調査手数料によらない制度運営が困難なため 14 43.8% 
3.指導監査、第二者評価を実施しているため 4 12.5% 
4.介護サービス事業所の事務負担の軽減のため 24 75.0% 
5.介護サービス事業所の反対意見が多いため 5 15.6% 
6調査の有効性に疑義があるため 3 9.4% 
7.本制度自体の有効性に疑義があるため 5 15.6% 
8.そのf由 1 3.1% 
無回答 1 3.1% 







l目これまで以上に担保される 。 0.0% 
2.これまでどおり担保される 20 62.5% 
3.これまでどおりは担保されない 1 34.4% 
4.ほとんE担保されない 。 0.0% 
無回答 1 3.1% 


















4特にない 。 0.0% 
5.その他 1 5.0% 
無回答 。 。目。%













l これまで以上に達成できる 3 9.4% 
2固とれまでどおり達成できる 18 56.3% 
A.利用者による介護 3.とれまでどおりは達成できない 10 31.3% 
サービス事業所の選択 4ほとんE達成できなくなる 。 0.0% 
無回答 1 3.1% 
計 32 100.0% 
1.ごれまで以上に達成できる 1 3.1% 
2.これまでどおり達成できる 17 53.1% 
B.介護サービス事業所の 3.これまでどおりは達成できない 13 40.6% 
サービスの質の向上 4.ほとんど達成できなくなる 。 0.0% 
無回答 1 3.1% 
言十 32 100.0% 
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1主に国において講じる必要がある 19 51.4% 
2.主に都道府県において講じる必要がある 7 18.9% 
3.主に市町村等基礎自治体において講じる必要がある 7 18.9% 
4.必要ない 3 8.1% 
無回答 1 2.7% 










3介護サービス事業所に対する第二者評価制度の運用強化 2 28.6% 
4.介護サービス事業所に対する指導監査実施体制の強化 l 14.3% 
5特にない 。 0.0% 
6.そのf由 。 0.0% 
無回答 。 0.0% 







1.主に国において講じる必要がある 16 43.2% 
2主に都道府県において講じる必要がある 14 37.8% 
3.主に市町村等基礎自治体において講じる必要がある 2 5.4% 
4.必要ない 2 5.4% 
無回答 3 8.1% 












3介護サービス事業所に対する第三者評価制度の運用強化 2 14，3% 
4.介護サービス事業所に対する指導監査実施体制の強化 6 42，9% 
5.特にない 。 .0.0% 
6.その他 1 7.1% 
無回答 。 0.0% 
































9特にない 。 0.0% 
10.その他 。 0.0% 
無回答 1 2.7% 






















5.介護サービス事業所の情報を一覧形式で比較検討できるようにする 16 43.2% 







9特にない 。 0.0% 
10.その他 3 8.1% 
無回答 1 2.7% 




























32 9 22 1 
100.0% 28.1% 68.8% 3.1% 
1.これまで以上に達成 3 2 1 。
できる 9.4% 6.3% 3.1% 0.0% 
今後の調査
2.乙れまでどおり達成 18 6 12 。
できる 56.3% 18.8% 37.5% 0.0% 
実施体制の
3固とれまでどおり達成 10 1 9 。
実効性
できない 31.3% 3.1% 28.1% 。目。%
4.ほとんど達成できな 。 。 。 。
くなる 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
無回答
l 。 。














32 19 12 1 
100.0% 59.4% 37.5% 3.1% 
1.これまで以上に達成 l I 。 。
できる 3.1% 3.1% 0.0% 0.0% 
今後の調査
2.とれまでどおり達成 17 11 6 。
できる 53.1% 34.4% 18.8% 。目。%
実施体制の
実効性
3 これまでどおり達成 13 7 6 。
できない 40.6% 21.9% 18.8% 0.0% 
4.ほとんど達成できな 。 。 。 。
くなる 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
無回答
1 。 。 1 






























































































































改善方策 φ良質なサービスを提供する介護サービス事 (54.1%) 
業所を容易に検察できるようにする .介護サービス事業所の情報を一覧形式で比
(51.4%) 較検討できるようにする (43.2%)
@介護支援専門員が本制度を積極的に活用し、
利用者・家族等への情報提供を促す仕組み
を設ける (51.4%)
出所・「介護サービス情報の公表」制度に関するアンケート調査結果より筆者作成
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「介護サービス事業所のサ}ピスの質の向上(サーピスの質の向上)Jを実効あるものとするためには、
「利用者による介護サーピス事業所の選択」と同様、良質なサービスを提供する介護サーピス事業所を検索
できるようにするために、介護サービス事業所のサービスが良質であるかどうかを把握し、情報提供する必
要がある。その際には、介護サーピス事業所のサービスの質の違いを把握できるようにするだけでなく、サ
ービスの質の向上が点検できる仕組みを構築すること、調査結果を介護サービス事業所のサーピスの質の向
上に結びつけるようにすることが課題としてあげられている。
「利用者による介護サービス事業所の選択(サービス選択)Jを実効あるものとする取り組みを講じる主
体に関しては、「主に国において講じる必要がある」が51.4%となっており、「主に、都道府県において講じ
る必要があるJは18.9%にとどまる。また、「主に、都道府県において講じる必要がある」と回答する団体
の取り組みを見ると、 57.1%が「固によるガイドラインに基づく本制度の運用」をあげている。このため、
サーピス選択のための制度の改善方策を講じる主体は、国の呆たす役割が大きいと考えられる。
また、「介護サービス事業所のサーピスの質の向上(サーピスの質の向上)Jを実効あるものとする取り組
みを講じる主体は、「主に固において講じる必要があるjが43.2%、「主に都道府県において講じる必要があ
るJは37.8%であり、サーピス選択よりもサービスの質の向上に都道府県の取り組み意欲が見られる。「主
に、都道府県において講じる必要があるJと回答する団体の取り組みは、「介護サービス事業所に対する指
導監督実施体制の強化」が42.9%、「国によるガイドラインに基づく本制度の運用」が35.7%となっている。
このように、指導監督の強化によって、サーピスの質の向上を図る団体があるものの、「公表制度」の活用
を前提としたサーピスの質の向上のために改善方策を講じる主体は、サーピス選択と同様、全体として国の
果たす役害肋ま期待されると言える。なお、少数ではあるが、都道府県独自の取り組みを講じる団体がある。
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I注1
1 )社会保険審議会介護保険部会(第3回)資料「情報公表制度の在り方についてJ2010年9月24日。
2 )厚生労働省ホームページ「長妻大臣閣議後記者会見概要J2010年7月6日。
3 )平成2年度全国「介護サーピス情報の公表」制度担当者会議資料。
4) 2010年1月初日付け厚生労働省老健局振興課事務連絡。
5)介護サーピス情報の公表制度における調査に関する指針策定のガイドライン(案)20日年9月2日付け老健局振興課
事務連絡。
6) 2010年1月25日に社会保障審議会介護保険部会より示された『介護保険制度に関する見直しに関する意見jにおいて、
「公表制度Jに閑し、「都道府県知事又は指定調査機関による介護サービス事業者・施設に対する調査が義務付けられて
いるが、事業者にとってこうした調査等の負担が大きいという指摘がある。このため、利用者にとって活用しやすいも
のとなるよう、検索機能や画面表示などを工夫するとともに、調査については、都道府県知事が必要と認める場合に、
適切に実施することとするなど、事務の軽減を図り、手数料によらずに運営できる制度へと変更するべき」と提言され
円~。
